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1 )本論は，東洋大学経済学部の学部 3. 4年生を対象とした「特講Il (中級マクロ経済学)Jの講義ノートの中から，
Barro=Sala-I-Martin (1995)を参考にして作成した「第 6講Jに基づいている。このため.受講者の知識レベルに合わせて

















貯蓄率が sと外生的なソロー=スワンモデルで，通常のマクロ生産関数 Y，= F (K" L，)が，
K， x L，というように労働に資本量が関係するとしてみよう。(JlIl.Ii1は後述する)すると，一次同次
性から
Y， = F (K" K， X L，) = F (1， L，) X Kt 
と表すことが出来る。ここで労働を一定(人口成長率 n= 0) と仮定すればF (1， Lt) = (定数)
三 Aとなる。したがって，





Y， = A X k， (2) 
という生産関数が得られる。技術進歩率をゼロとおけば，ソロー=スワンモデルに関する通常の論
議よりへ資本成長率について，
2) Barro;Sala-I-Martin (1995)， 1.2などを参照せよ。
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人的資本と経済成長
ムk/k= sf(k)/k -d 
という関係が得られるから， (2)の関係を考慮すれば，
gk = (ム k/k)= s (Y IK) -d 
gk = sA一δ (3) 
と展開できる。このとき sA> dならば，図 1に見られるように，一人当たり資本ストックは定常
的な成長率 sA δで成長し続ける。すると， c = (1 -s) yだから，一人当たり消費も定常的に成
長しつづける。それゆえ，生産関数が Y= AKないし y= Akというパターンで表示できる限り，
技術進歩が無くとも経済は定常的に成長し続ける。このばあい成長率を決定するのは，貯蓄率と A
の値に影響する政策である。技術進歩がないので， Aの構成要素は政策のみとなるからである。
ただし，ソロー=スワンモデルとは異なり，どんな yの値に対しでも (dg/dy)= 0となるから，
絶対収束性も条件付き収束性も満たさないし収穫逓減も満たさない。なお， AKモデル，つまり(1)
式や(2)式に長期的には接近する関数としては，
Y = AK + BKαUJα1， A>O， B>O， 0<α< 1 


















Y = F (K. H) 
と表される。関数F(・)は.これまでと同様に規模に関して収穫不変とする。すると，
Y = K x f (H/K). f > 0 
と変形することができる。 f(H/K)三 Aとするならば，これは正に AKモデルそのものとなる。し
たがって. AKモデルでの資本Kとは，物的資本と人的資本の複合した物として捉えることができ
る。
2. 知識蓄積モデル (Learning-by-Doing) と知識の波及
2・a 知謡ストックと生産関数
人的資本を考慮した最も単純なモデルは. Romer (1986) によるモデルである。 Romerのモデル
は，労働増大的な技術進歩を伴うソロー=スワンモデルを基礎としている。したがって各企業の生
産関数は，一時間次な，つまり規模に関して収穫不変な関数
Y; = F(K;. Aム).F' (・)> O. F" (・)< 0 
で表される。ただし後述する理由により，雇用量は一定すなわち労働成長率nはゼロとする。



































kj = k， K = Lk 
が成り立つ。これを使うと， (6)式は
Yj = fj (kj， K) = ( (k， Lk) 
となり，さらに仮定(5)から，






gk =ムK/K= sy /k -d = sく(k)/k -d 
として表されるから， (7)式の結果を代入して
gk = sAk/k -d = sA -d 
と成る。したがって，図 1に見られるように， sA>δ である限り， gk > 0と資本蓄積が進められ
























































sAk = sf (k， K) = sf (k， LK) 
① 
① sf (kl' K1) 
① sf (k" K.，) 
① sf (k3・K)
④ fl (kl' K1) 
sf (k) 
① fl (k2， K) 
































(k， L kl 
であった。社会レベルでの資本収益率 MPKsは，
r + d = MPKs =δY/δk; 町(k，Lk) +も (k，Lk) L 
















は， K = k.Lかっk.=kだから，
APK = f， (k;， K) /k; =王(1， K/k) 三 f;(K/k) =く(L)，ここで f'l>O f"l<O， 
となるが， Lの大きさだけに依存し Lが大きくなると APKは高くなるという点で，規模の効果を
t寺っている。また，企業レベルでの資本収益率 MPKpも
r + d = MPKp = fi (k， Lk) = fi (L)一 Lf;(L) 
について. dMPK/ dL = f; (L)一 LR(L)>Oだから.やはり Lの大きさだけに依存し Lと比例的
に高くなるという点で，規模の効果を持っている。
生産関数をコブ=ダグラス型に特定化すると，より一層これらの点ははっきりする。
Y=A-(kl)α(KLi)iα ， 0<α< 1 


























Y=A・(K)α(GLI)lα ，0<α<1 (8) 










G = tY， t = t (9) 
と定義されるい。
各企業の利潤は
Li[(I-I)A-kfGIαw -(r + b) kJ 
であり，均衡では kl=kだから， MPKは








G = (tAτ) 1αK 
を得るので，これを(lω式に代入すると，






と表される。したがって， MPKは，資本量 Kに関しては不変だが，雇用量 Lに関して増加する，
すなわちスケールメリットが働く。
1人当たり GDPY/Li についても同様な手順に従うと，
Y IL( = A (K/L)αG1α = AkaG1α 
Y/Li = y = Akα[(A t L) 1αkJIα 
y = Ak (A t工)11α 凶
Y = AIlα) <tL) 1)αα)k 江刀
4)資本Kに対する資産税として考慮することも可能であるc n堀(1995) 9京4節を参照。
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= C + S (Y -T) + T 
=C+s(l-t)Y+tY 
. y = c + S (1 -t) y + ty 
として， s (1 -t)を貯蓄率として考えることにする。なお.s (1 -t)は「黄金律」ないし「修正さ
れた黄金律」に対応する水準に固定されており，動学的非効率は起きていないとする。
すると，資本蓄積率は，
gk =ム K/K= s (1 -t) (f (k) /k) -0 













① (1 -t) 税金の負の効果

















t = G/Y = 1 α  
πlax 
また，公共財の限界生産物は， (8)式より
δYIδG=(1一 α)Y/G= (1一 α)τ
として得られる。それゆえ， (14)式は，













経済全体の物的制約:Y = ALKαG(l α) = C + G + sK + dK 
各金業の生産関数 :ya=AL(lα)kfG(1-α} 




(1)式 x(11 (1 -t )) 
となる。つまり，市場経済の収益率は計画経済のそれよりも低い。他方，市場経済での社会全体の




① 財政支出を G/Y= (1一 α) とし
② 財源を税の歪みを起こさないように人頭税で償収する，
必要がある。








Y; = AK/(G/Y)， f > 0， f"< 0 (1:;) 
と変更してみよう。つまり，公共財 Gが固定されていて経済全体の生産活動 Yが増加すると.各
企業での公共財利用の容易さ f(・)が低下し，したがって Y;は低下してしまう。ただし， GがY
と同じ比率で増加するならば， AKモデルと同様の結果が得られる。
税率を(9)式と同様に G/Y= tとしよう、すると，課税後の各企業の資本収益率 MPKpは，
(l -t)δYIδKi=(l-t)A-f(t)=r+6 (16) 
となり，資本収益率は Lの大きさに依存しない，つまりスケールメリットは無い。また，成長率は
gk = S (l -t) A . f ( t) ぷ (17) 
と得られ， f>O，f"<Oだから図 3と同じ結果が得られる。しかし， Lに依存しないから成長率
についてもスケールメリットは無い。最大の成長率を実現する税率は， (17)η17)η式カか、ら f(t九:η川11<山;













p = p (G/Y) ， p・>0， p"< 0 (18) 
とモデル化してみよう。つまり ，G/Yが増加するに従って，所有権が守られやすくなると考えるこ
とにするο すると，
資本収益率 r + b = (1 -t) A . p (t) 
成長率 s (1 -t) A . p (t) -b 

















Y = AKαHl α， 0 <α< 1 (19) 
を前提しよう。ここで， H = Lh， L =雇用量， h =労働の質を示すが， Lとhは完全代替物であり.



















MPK = Aα(K/H)一(]ー α)ー δ=A(l一 α)(K/H)α d = MPH 
が成り立つが，これから物的資本と人的資本の定常状態での比率は，
(K/H) * =αI (l -α) 。1)
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で与えられる。すると，物的資本と人的資本に対する減価償却を除いた定常状態での純収益率は，
r * = Aαα( 1α)  ( I-α) -0 
として得られる。この値は， (19)式が KとHについて収穫不変であることから，K/Hが不変ならば
一定となる。それゆえ， KとHが同じ比率で蓄積されて K/Hが一定値であるならば， KとHに関
して収穫逓減は生じない。
さて，制式を(19)式に代入して整理すると，





gk = sf(k)/k -0 
gk = sA ((1一 α)Iα) 1α - 0 四)















孟 0，IH 詮 0)。もし粗投資額が負値(IK< 0， IH < 0)だとするなら，それは.ある資本から他の
資本へ一挙に変化することを意味するからであり.資本財の可逆性を認めることになってしまうか
らである 9)。現実にそのようなことはあり得なし、したがって，最低水準で、も，それぞれの粗投資





はムH= IH -dH = 0 -dH < 0となって， Hは減価償却を補填しないという形で減少していく 10)。
Kは増加して行くから，K/Hは定常状態、の値となるまで土昇する。 K/H= α1 (1一α) に達すると
















はアンバランス効果は図 5のように非対称となり ，K/H >α1(1 α) のケースについては，アン
バランス効果は大きくないことが予測される。





























Y=C+ムK+ dK = A . (aK)α ・(bH)1ーα
L1H + dH = B • [(1 -a) Kβ]・[(1-b) HIβ] 
ここで，
Y : GDP， AおよびB:技術的パラメータ，
α(0三玉 Q 壬 1) :生産物部門の生産量に占める物的資本の分配率で与件，
s (0壬H三五 1) :教育部門の生産量に占める物的資本の分配率で与件，
a (0壬 a豆 1) :生産物部門で用いられる物的資本の比率，
b (0三玉 b豆 1) :生産物部門で用いられる人的資本の比率，
(24) 
伍)







部門教育投資モデルと同様に， Rebeloモデルでも，定常状態では， aとbは一定値で C，K， H， Y 
は同じ率で内生的に成長していく。さらに，人的資本への粗投資 IH= L1H + dHも含めた「広義の
GDPJ も，定常状態では Kや Yと同じ比率で内生的に成長する。しかも，各変数は定常状態、の値
に単調に収束するから定常状態は安定である 11)。
なお，人的資本の「陰の価格JShadow Price i pJを，生産物部門での人的資本の限界生産物
(賃金率)に対する教育部門での人的資本の限界生産物の比率とすると， i広義の GDPJQ は
Q = Y + pB・[(1-a) Kβ]・[(1-b) HI -s] 












Y=C+ムK+ bK = A . (aK)α ・(bH)1α 























② 人的資本が物的資本よりも相対的に多いとき (K/H< (K/H)勺には，消費と広義 GDPの
成長率はアンバランスとともに上昇する。






















=時点 tの l人当たり消費である。また， eρ1のpは，時間選好率であり与件である。
内生的成長理論では，通常，各期の効用関数として
u (c) = C (1 -8) ー1I(1-()) (A -2) 
という関数を想定する。 (A-2)式で， 1/ ()は，異時点聞の代替の弾力性すなわち今期と来期の
消費に関する代替の弾力性を表しており，やはり与件である。各期 tの家計の予算制約式は，
ムa= wt + r， . a， -ct -nt • a， (A -3) 
Wt・ ( t期の)賃金率， rt : (t期の)利子率=資本収益率
at (t期の)家計の 1人当たり純資産， c， (t期の)消費， nt :人口成長率
となる。家計の所得は労働所得 wと資産所得 raの和であり，それを消費と資産増加に当てる。 na
はI家計(世帯)当たりの人口増加による資産減少に対応している。
(A -3) の下での (A-1)式と (A-2)式の効用極大化の結果として.
gc =ムC/C= (1/θ)・(r一ρ)
という成長率で表された消費関数が得られる。 (A-4)式は，
利子率>時間選好率 (r>ρ) 二今 gc> 0 
利子率=時間選好率 (r=ρ)コgc= 0 

















gc = (11θ)・([( 1 -t)αAlα・(tL)(] -α}α] -d一ρ) (A -5) 





U = fo∞ [c(] -0)ー 11(1一θ)] e-(ρ 川 tdt
を， 2つの制約式
経済全体の物的制約 Y= ALkaGt]α) = C + G + t.K + dK 











gc = (11 e)・([αAl也・ Ci"工)(1α) !αJ-d-p) (A -7) 
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